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Ⅰ　は じ め に

日本では，阪神・淡路大震災以後，ボランティ
ア活動に参加する者が多くなってきた。2011 年 3
月に東日本大震災が発生した後，多くの者がボラ
ンティアとして被災地に行って支援活動を行って
おり，ボランティア活動に再び注目が集まってい
る。しかし，欧米に比べ，日本でボランティア活
動に参加する者がまだ少ない。ボランティア活動
の参加を促進するため，ボランティア供給のメカ
ニズムに関する実証研究は重要な課題となってい
る。本稿では高年齢者を分析対象とし，多様な社
会活動の選択を考慮しながら，過去の職歴を含む
ボランティア供給（参加の意思決定及び活動時間）
の決定要因に関する実証研究を行う。

本稿の研究意義は主に 3 点にまとめられる。
第 1 に，高齢化が進んでいる日本社会で，ボラン
ティア活動を含め，高齢者の社会活動への参加を
促進することは重要な課題となっている。日本に
おけるボランティア活動に関する先行研究では，
ボランティア活動に参加する者の割合は高齢者が
中年齢者より多いことが指摘されているが，その

決定要因に関する実証分析がほとんど行われてお
らず，高齢者におけるボランティア供給のメカニ
ズムは明確になっていない。第 2 に，本稿ではボ
ランティア活動を含む多様な社会活動を分析視点
に取り入れている。その主な理由は以下の通りで
ある。若年者および中年齢者に比べ，高齢者グ
ループにおいて健康状況が良くない者の割合およ
び年金を受給する者の割合のいずれも多いため，
高齢者にとって，社会活動に参加する行動におい
ては，さまざまな選択肢が存在している。しか
し，これまでのボランティア供給に関する先行研
究では，ボランティア活動の参加・非参加の二次
元選択に関する分析がほとんどであり，高齢者に
おける社会活動の類型の多様性を考慮したボラン
ティア供給に関する実証研究が行われていない。
第 3 に，ボランティア供給のメカニズムについて
は，Menchik and Weisbrod（1987）は，全年齢
層を対象とした分析を行った結果，人的資本投
資モデル（Human capital investment model）1）お
よび消費モデル（consumption model）2）が支持さ
れたことを示しているが，高齢者の場合，人的資
本投資モデルで説明されている人的資本を蓄積す
る目的より，むしろ過去の職歴を蓄積された人的
資本の一部として活用することを通じて，ボラン
ティア活動に参加すると考えられる。しかし，現
在までに過去に蓄積された人的資本がどの程度ボ
ランティア供給に影響を与えるかは，明確になっ
ていない 3）。これらの空白を埋めることは本稿の
主な目的の 1 つとなる。

本稿の構成は以下の通りである。Ⅱでボラン
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ティア供給に関する先行研究をサーベイし，仮説
を設定する。Ⅲでは計量分析の枠組みを述べ，そ
してⅣでは計量分析を行い，その計測結果につい
て説明する。最後に実証分析から得られた結果の
まとめを行う。

Ⅱ　先行研究のサーベイと仮説の設定

1　先行研究のサーベイ

欧米におけるボランティア供給の決定要因
に関する実証研究 4）については，Schram and 
Dunsing（1981），Vaillancourt（1994），Freeman

（1997），Carlin（2001），Segal and Weisbrod（2002）
は，所得要因（労働時間，賃金率，世帯年収，非勤
労所得），人的資本要因（教育水準，年齢，結婚後
の就業年数，職種），個人属性（性別，人種，結婚
年数，社会地位，通院状況），家族構成要因（婚姻
状況，子供の状況，世帯主職種，配偶者有無），心理
的要因（離職意欲，仕事の満足度），その他の要因

（寄付金，住居の状態，都市規模，地域，税制）がボ
ランティア供給に影響を与えることを指摘してい
る。また Menchik and Weisbrod（1987）は，実
証分析を行った結果，非勤労所得が多いほどボラ
ンティア供給時間が長く，また最初に年齢の上昇
とともにボランティア供給時間が長くなり，43
歳時点でピークとなる一方で，43 歳以後，年齢
の上昇とともにボランティア供給時間が短くなる
ことを示しており，消費モデルおよび人的資本モ
デルが支持されたことを結論づけている。

日本に関する実証研究については，跡田・金・
前川（1999），跡田・福重（2000），山内（2001），
小野（2006），森山（2007），Ma and Ono（2013）
より，所得要因（世帯主の労働時間，世帯主の労
働日数，賃金率，世帯年収），人的資本要因（教育
水準，年齢，過去のボランティア経験），個人属性

（性別），家族構成要因（婚姻状況，子供の数），団
体の状況（組織への所属，制度要因，団体属性，活
動内容，謝礼金），その他の要因（寄付金，都市規
模，地域）がボランティア供給およびボランティ
ア参加意欲に影響を与えることが確認されている。

近年，日本におけるボランティア活動に関する

実証分析が増えてきたが，前述したようにこれま
での先行研究にはいくつかの課題が残っている。
それに対して本稿の主な特徴は以下の 3 点にまと
められる。

第 1 に，本稿では 60 ～ 69 歳の高齢者グループ
を分析対象とし，その社会活動の多様性を考慮し
た上で，高齢者のボランティア供給の決定要因を
明らかにする。具体的に高齢者の社会活動を，①
ボランティア活動をしているが，就業活動をして
いないタイプ，②就業活動をしているが，ボラン
ティア活動をしていないタイプ，③ボランティア
活動をしながら就業をしているタイプ，④ボラン
ティア活動と就業活動の両方をしていないタイプ
の 4 種類（以下では，「NPO 専念型」「就業専念型」

「両立型」「完全引退型」と略称する）に分けて，他
の種類の社会活動と比較しながら，ボランティア
活動に参加する決定要因を明らかにする。

第 2 に，高齢者グループにおける人的資本要因
の特徴を考慮し，先行研究で検討されなかった過
去の職歴（過去の職種，職業変更の経歴）を人的資
本要因の一部として分析し，その影響を考察する。

第 3 に，先行研究で考慮されていない就業（ま
たは引退活動）の選択と賃金における内生性の問
題に対処し，より厳密な計量分析を行う。具体的
に分析で賃金関数から求めた賃金率の推定値を用
いている。また賃金関数および活動時間関数の推
定でサンプル・セレクション・バイアスの問題に
対処するため，ヘックマンの二段階推定法を用い
る。

2　仮説の設定

まず，労働供給に関する主体均衡モデルによれ
ば，ボランティア活動は余暇の一部とみなすと，
余暇が上級財であれば，非勤労所得が高くなるほ
ど市場労働が少なくなる一方で，ボランティア供
給（余暇）が多くなると考えられる。このメカニ
ズムに関しては，Menchik and Weisbrod（1987）
は，アメリカにおける全年齢層のサンプルを用い
た実証分析の結果により検証された。本稿では日
本における高齢者グループにおいても，消費モデ
ルが成立すると推測している（仮説 1：消費モデル
仮説）。
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次に，人的資本の投資と収益の視点から考える
と，若年者グループに比べ，高齢者グループの場
合，人的資本に投資した後の就業期間が短いた
め，人的資本投資のリターンが低い。そのため，
高齢者のボランティア供給行動は Menchik and 
Weisbrod（1987）で提唱された人的資本投資モデ
ルに当てはまらない可能性がある（仮説 2：人的
資本投資モデルの対立仮説）。

最後に，ボランティア団体およびその活動は
様々であるため，高齢者がボランティア活動に参
加する際に求められる技能はそれぞれ異なると考
えられる。高齢者グループでは過去の職歴（例え
ば，ボランティア活動に参加する前に就業者として
就いた職種など）を蓄積された人的資本の一部と
みなすと，過去の職歴を通じて蓄積された人的資
本が高齢者のボランティア供給に影響を与えると
考えられる（仮説 3：人的資本活用仮説）。

Ⅲ　仮説検証の方法

1　推定モデル

まず，高齢者のボランティア活動参加の意思決
定に影響を与える諸要因を解明するため，（1）式
で示される構造型多項ロジットモデルを用いて分
析を行う。
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（1）式で，添字 i は個々の労働者，m は社会活
動の選択肢（NPO 専念型，就業専念型，両立型，完
全引退型の 4 種類），n は m から選択したある社会
活動（たとえば，NPO 専念型），a は定数項，X は
社会活動の選択に影響を与える諸要因をそれぞれ
示す。内生性の問題に対処するため，賃金関数か
ら求めた賃金率の推定値 wâge を用いている。β
wage，βX はそれぞれの推定係数である。構造方
程式で経験年数，地域ブロック変数を識別変数と
して使用している。

次に，ボランティア供給時間関数は（2.1）式，
（2.2）式，（2.3）式で示されている。

Lnvohi = b +γwagewâgei +γz Zi +ε1i （2.1）
Pr（=1）=Pr（ε2i > c −δMi） （2.2）
ε1i ～ N（0, σ2），ε2i ～ N（0, 1）
Lnvohi = a + γwagewâgei + γz Zi + γλλi 
　　　  + νi （2.3）

（2.1）式で，Lnvoh はボランティア供給時間の
対数値，b は定数項，wâge は賃金関数の推定値，
Z は賃金以外の要因，γwage，γz はそれぞれの推定
係数，ε1 は誤差をそれぞれ示す。また，（2.2）式
で，Pr（＝ 1）はボランティア活動に参加する確
率，c は定数項，M は各要因，δは推定係数，ε
2 は誤差をそれぞれ示す。（2.1）式で示す賃金関
数の推定値を用いることにより，賃金率とボラン
ティア供給時間における内生性の問題に対応でき
る。しかし，ボランティア活動の参加者しかボラ
ンティア供給時間を観測できない問題（サンプル・
セレクション・バイアス）がまだ残されている。
つまり corr（ε1, ε2）= ρとなると，（2.1）式を用
いた計量分析では一致不偏の推定値が求められな
い。この問題に対応するため，（2.2）式で示され
るプロビット分析から修正項λ（逆ミルズ比）を
求め，λを（2.1）式に代入してセレクション・バ
イアスを修正することが必要である。セレクショ
ン・バイアスを修正したヘックマンの二段階推定
法の推定式を（2.3）式で示す。ここに子どもの
自立状況を識別変数として使用している。

2　用いたデータおよび変数の設定

分析では労働政策研究・研修機構（JILPT）の
2009 年「高齢者の雇用・就業実態に関する調査」
の個票データを用いる。この調査は JILPT が企
画し，中央調査社が実施した高年齢者（55 ～ 69
歳）の男女個人に対する全国範囲の大規模な調査
である。この調査は国勢調査の住民基本台帳か
ら調査対象（標本数：5000 人）を層化二段系統抽
出法により無作為抽出したものである。調査方
法は訪問留置法である。その調査期間は 2009 年
8 月 20 日から 9 月 15 日までである。有効回収数
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が 3602 人であり，有効回収率が 72.0％である。
調査対象者の年齢構成にみたサンプルサイズは，
55 ～ 59 歳が 1195 人，60 ～ 64 歳が 1257 人，65
～ 69 歳が 1150 人となっている。本稿では，60
～ 69 歳年齢層を分析対象としている。この調査
では，ボランティア活動を含む高齢者の社会活動
の状況，学歴，過去の職歴，家族構成などに関す
る多くの質問項目を設けており，高齢者のボラン
ティア供給に関する実証分析で活用できる。

変数設定については，まず，社会活動の選択に
関する多項ロジット分析で，社会活動の種類に関
するカテゴリ変数を被説明変数として用いる。社
会活動の種類は，調査項目に基づいて NPO 専念
型，就業専念型，両立型，完全引退型の 4 種類に
分類した。次に，ボランティア活動に参加する時
間の対数値を供給時間関数の被説明変数として設
定した。

説明変数を主に①所得，②人的資本，③個人属
性，④家族構成，⑤その他の 5 つの要因群に分け
てそれぞれの代理変数を設定した。以下では，各
変数の設定について説明する。

第 1 に，非勤労所得，賃金率は所得要因として
設定した。
（1）仮説 1 を検証するため，3 つの変数（①貯

蓄額，②本人以外の家族の収入，③受給した年金
額）を非勤労所得の代理指標として設定した。①
と②がボランティア活動に関する先行研究ではよ
く用いられている。本稿では年金額を変数とし
て設定した理由は，以下の通りである。高齢者
の労働供給に関する実証分析により，60 ～ 69 歳
グループで年金を受給する者の割合が多く，年金
受給の状況が高齢者の就業行動に影響を与えるこ
とが明らかになっている（小川 1998；清家・馬　
2008 など）。市場労働とボランティア活動は，ト
レード・オフの関係にあるとしたら，市場労働に
影響を及ぼすことを通じて，年金受給の状況がボ
ランティア供給に影響を与える可能性があると考
えられる。年金受給の影響を考察するため，先行
研究では分析されなかった年金額をもう 1 つの変
数として設定した。ここに 3 つの変数の推定結果
のいずれも有意な正の値となることを期待してい
る。

（2）賃金率については，内生性の問題に対応す
るため，賃金関数の推定値を用いる 5）。

第 2 に，年齢，年齢の 2 乗，学歴，55 歳時点
の職種，55 歳時点の職業キャリアのタイプ，職
種変更の経験を人的資本要因として設定した。
（1）仮説 2 を検証するため，年齢，年齢の 2 乗

を設定した。人的資本投資モデルによれば，ボラ
ンティア活動に参加することは人的資本投資の活
動であり，年齢が若いほどボランティア供給が多
いことが説明されている。分析結果で，年齢の一
次項の推定値は有意に正の値となり，年齢の 2 乗
の推定値は有意に負の値となると，人的資本投資
モデルが支持される。本稿では上記の予測結果と
異なる分析結果が得られると推測している。
（2）仮説 3 を検証するため，過去の職歴に関す

る 2 つの変数，つまり 55 歳時点の職種ダミー，
職種変更経験ダミーをそれぞれ設定した。これら
の変数が統計的に有意であれば，仮説 3 が支持さ
れる。
（3）ベッカー流の人的資本理論によれば，人的

資本が多いほど賃金が高いことが説明されている
が，本稿の分析では賃金がコントロールされてい
るため，学歴の推定結果は賃金以外の学歴効果

（たとえば，社会貢献に関する意識・行動における学
歴間の差異など）として現れたものだと考えられ
る。

第 3 に，性別，健康状況は個人属性要因として
設定した。
（1）健康の影響を考察するため，健康状態ダ

ミーを設定した 6）。健康状況は高齢者の社会活動
に影響を与えており，不健康者グループに比べ，
健康者グループで市場労働およびボランティアに
参加する確率が高いと推測している。
（2）就業状況，余暇嗜好における男女の格差が

存在するため，ボランティア供給行動における
性別の差異が存在すると考えられる。また Car-
lin（2001），Segal and Weisbrod（2002）， 小 野

（2006），森山（2007）は，実証分析を行った結果，
性別がボランティア供給に影響を与えることを明
らかにしている。性別の影響をコントロールする
ため，男性ダミーを設定した。

第 4 に，配偶者の状況，同居家族人数，子供の
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自立状況，家族介護は家族構成要因として設定し
た。配偶者有無・就業の状況，同居家族人数，子
供の自立状況は留保賃金としては就業決定に影響
を与えるため，これらの要因はボランティア供給
に影響を与える可能性がある。上記の各要因の影
響をコントロールするため，配偶者の就業状況ダ
ミー，同居家族人数，子供の自立状況ダミーを説
明変数として設定した。また，跡田・福重（2000）
は，過去の苦痛経験がボランティア供給に影響を
与えることを示している。本稿では家族介護経験
ありダミーを過去の苦痛経験の代理指標として用
いている。

第 5 に，その他の要因については，（1）定年退
職制度がボランティア供給に影響を与える可能性
が存在するため，定年退職経験ダミーを設定し
た。（2）社会経済環境が高齢者の社会活動に影響
を与えると考えられる。まず Vaillancourt（1994）
は地域規模により，ボランティア供給の状況が異
なっており，規模が小さい地域ほどボランティア
供給が多くなる傾向にあることを示している。本
稿では地域規模の影響をコントロールするため，
都市規模ダミーを設定した。また地域により，労
働需給の状況が異なるため，ボランティア供給の
状況が異なると考えられる。本稿では総務省『労
働力調査』に基づいて 2009 年都道府県別有効求
人倍率を労働需給の代理指標として設定した。

各変数の記述統計量を表 1 にまとめている。

Ⅳ　仮説検証の結果

1�　高齢者における社会活動類型の選択関数の分析�
　結果

表 2 は高齢者における社会活動類型の選択関数
の分析結果をまとめた。以下の各要因の影響が確
認された。

第 1 に，所得要因については，（1）推定 2 の分
析結果では，本人以外の家族の収入が多いほど，
NPO 専念型者になる確率は就業専念型者および
両立型者になる可能性より高いことが確認され
た。また推定 1 で統計的有意水準が 10％である
が，本人以外の家族の収入が多いほど，NPO 専

念型者になる確率は完全引退型者になる確率より
高い傾向がある。これらの分析結果により，「非
勤労所得が高いほどボランティア活動に参加する
確率が高い」という仮説 1 が支持された。高齢
者のボランティア供給に関する意思決定で消費
モデルが成立したことが確認され，Menchik and 
Weisbrod（1987）と類似する結果が得られた。
（2）推定 1，推定 2 のいずれにおいても，賃金

率（推定値）が高いほど NPO 専念型者になる確
率は低いことが確認され，Freeman（1997），跡
田・福重（2000）に似通った結果が得られた。

賃金率に関する分析結果については，以下のこ
とが考えられる。主体均衡モデルによれば，賃金
率が高くなると，所得効果（income effect）によ
ると，労働時間が短くなり，余暇時間が長くな
る。一方，代替効果（substitution effect）によれ
ば，労働時間が長くなり，余暇時間が短くなる。
賃金率がボランティア供給に与える影響はこうし
た所得効果と代替効果が相殺した後の結果であ
る。賃金率の代替効果は所得効果より大きいた
め，賃金率が高いほど高齢者がボランティア活動
に参加する確率が低い分析結果が現れたと考えら
れる。

第 2 に，人的資本要因については，（1）推定 1，
推定 2 のいずれにおいても，就業専念型者に関す
る分析結果で，統計的な有意水準が 10％である
が，年齢の一次項がプラスの値，二次項がマイナ
スの値となっている。NPO 専念型者になる確率
は早期高齢者グループが低い一方で，後期高齢者
グループが高い傾向にある。本稿の分析結果は，
先行研究と逆になっており，高年齢者グループで
人的資本投資モデルが確認されなかった。よっ
て，その対立仮説としての仮説 2 が支持された。
（2）過去の職歴の影響については，55 歳時点

に事務職に就いた労働者に比べ，55 歳時点に管
理職，サービス職，販売職に就いた労働者が調査
時点に NPO 専念型者になる可能性は就業専念型
者あるいは両立型者になる確率より低いことが示
された。過去の職歴が高齢者のボランティアに参
加する確率に影響を与えることが確認され，仮説
3 が支持された。
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表１　記述統計量

平均値 標準偏差 最小値 最大値
被説明変数 社会貢献類型の構成比

　NPO 専念型 20.1% 0 1
　就業専念型 27.6% 0 1
　両立型 21.4% 0 1
　完全引退型 30.9% 0 1
ボランティア活動時間（週時間） 14 19 1 120

説明変数
所得要因 賃金率（推定値） 7.091 0.455 6.397 9.116 

年金金額（万円） 2 2 0 26
貯蓄金額 848 1241 0 8000
本人以外の家族の収入 22 14 0 100

人的資本 年齢 64 3 60 69
学歴の構成比
　中卒 28.3% 0 1
　高校卒 48.1% 0 1
　短大・高専卒 7.5% 0 1
　大学・大学院卒 16.1% 0 1
55 歳時点の職種の構成比
　専門・技術職 21.7% 0 1
　管理職 15.3% 0 1
　事務職 12.4% 0 1
　販売職 12.1% 0 1
　サービス職 11.1% 0 1
　保安・運輸・通信職 17.5% 0 1
　その他の職種 9.8% 0 1
職種変更経験あり 76.4% 0 1

個人属性 男性 63.4% 0 1
健康状態の構成比
　良い 33.1% 0 1
　普通 49.9% 0 1
　良くない 17.0% 0 1

家族構成 配偶者状況の構成比
　配偶者なし 22.1% 0 1
　有配偶・正規 5.9% 0 1
　有配偶・非正規 16.7% 0 1
　有配偶・非就業 55.3% 0 1
家族介護あり 15.8% 0 1
同居家族人数 2 1 0 7
子供の状況
　子供なし 8.0% 0 1
　子供あり・自立 69.4% 0 1
　子供あり・１～ 4 年援助 9.4% 0 1
　子供あり・5 年以上援助 13.2% 0 1

その他 定年退職経験あり 52.4% 0 1
有効求人倍率 0.422 0.072 0.280 0.590
都市規模の構成比
　5 万人未満 22.4% 0 1
　5 万人以上 10 万人未満 26.8% 0 1
　10 万人以上 20 万人未満 15.6% 0 1
　20 万人以上 50 万人未満 26.3% 0 1
　50 万人以上 8.9% 0 1

サンプルサイズ 684 
注：年齢は 60 ～ 69 歳に限定。
出所：JILPT2009「高年齢者の雇用・就業の実態に関する調査」により筆者計算。
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（3）学歴の影響については，推定 1，推定 2 の
いずれにおいても，中学卒者のグループに比べ，
大学・大学院卒者のグループの場合，NPO 専念
型者になる確率は就業専念型者になる確率より高
い。また推定 2 で統計的な有意水準が 10％であ
るが，中学卒者に比べ，高卒者の場合，NPO 専
念型者になる確率は高い傾向がある。高年齢者グ
ループにおいて教育水準が高いほどボランティア
活動に参加する確率が高いことが示された。

ここで賃金率がコントロールされるため，学歴
の分析結果は賃金の代理指標以外の学歴効果だと
考えられる。つまり社会貢献の意識における学歴
間の差異が存在する可能性があることがうかがえ
る。例としては，ボランティアとして社会に貢
献したいという価値観を持つ者の割合は高学歴者
グループが低学歴者グループより相対的に高けれ
ば，他の条件が一定であれば，学歴が高いほどボ
ランティア活動に参加する確率が高いと考えられ

表 2　高齢者における社会活動類型の選択関数

就業専念型 /NPO 専念型 両立型 /NPO 専念型 完全引退型 /NPO 専念型
推定係数 z 値 推定係数 z 値 推定係数 z 値

所得要因 賃金率（推定値） 3.075 ** 4.22 1.842 ** 2.64 − 0.456 − 0.73 
年金額 0.151 1.59 0.164 + 1.81 0.059 0.67 
貯蓄額 − 1.33E − 04 − 0.92 − 5.71E − 05 − 0.43 − 5.61E − 05 − 0.51 
本人以外の家族の収入 − 0.091 ** − 5.45 − 0.069 ** − 4.29 − 0.017 − 1.54 

人的資本 年齢 5.392 + 1.84 4.553 1.60 − 0.667 − 0.29 
年齢の 2 乗 − 0.042 + − 1.85 − 0.035 + − 1.60 0.005 0.28 
学歴（中学卒）
　高校卒 − 0.521 − 1.32 0.279 0.69 − 0.285 − 0.85 
　短大・高専卒 − 0.140 − 0.21 0.881 1.36 0.083 0.14 
　大学・大学院卒 − 2.747 ** − 4.22 − 0.797 − 1.35 − 0.376 − 0.79 
55 歳時点の職種（事務職）
　専門・技術職 0.854 1.31 0.786 1.37 0.018 0.04 
　管理職 1.716 * 2.41 1.375 ** 2.21 0.653 1.38 
　販売職 2.925 ** 4.29 2.081 ** 3.33 0.804 + 1.63 
　サービス職 1.808 ** 2.75 0.651 1.06 − 0.083 − 0.17 
　保安・運輸・通信職 1.192 + 1.77 0.306 0.49 0.705 1.54 
　その他の職種 1.872 * 2.37 1.798 * 2.45 0.461 0.72 
職種変更経験あり − 18.664 − 0.03 − 18.223 − 0.02 − 0.184 0.00 

個人属性 男性 − 0.447 − 0.92 − 0.717 − 1.50 0.756 + 1.80 
健康状態（良い）
　普通 − 0.585 + − 1.62 − 1.115 ** − 3.21 0.279 0.80 
　良くない − 2.886 ** − 3.92 − 3.429 ** − 4.18 1.791 ** 3.55 

家族構成 配偶者状況（配偶者なし）
　有配偶・正規 2.198 * 2.46 1.322 1.47 0.473 0.59 
　有配偶・非正規 0.338 0.60 0.412 0.74 − 0.468 − 1.02 
　有配偶・非就業 − 0.309 − 0.72 0.179 0.42 0.064 0.19 
同居家族人数 0.231 + 1.93 0.068 0.56 − 0.057 − 0.53 
家族介護あり 0.107 0.25 0.000 0.00 0.227 0.66 

その他 定年退職経験あり − 0.737 * − 2.23 − 0.147 − 0.45 0.112 0.40 
求人倍率 1.679 0.78 1.893 0.93 − 0.026 − 0.01 
都市規模（5 万人未満）
　5 万人以上 10 万人未満 0.500 1.15 0.129 0.30 0.314 0.90 
　10 万人以上 20 万人未満 0.607 1.21 0.366 0.75 0.541 1.34 
　20 万人以上 50 万人未満 0.409 0.90 0.594 1.38 0.529 1.43 
　50 万人以上 0.623 0.94 0.861 1.39 1.022 * 1.97 

定数項 − 176.473 − 0.23 − 141.561 − 0.19 25.271 0.02 
サンプルサイズ 684 
対数似然尤度 − 628.574 
Prob ＞ Chi2 0.000 
決定係数 0.334 
注：1）＋，*，** はそれぞれ有意水準 10％，5％，1％を示す。
　　2）年齢は 60 ～ 69 歳に限定。
出所：JILPT2009「高年齢者の雇用・就業の実態に関する調査」により筆者計算。
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る。
第 3 に，個人属性については，（1）男性ダミー

の推定値は統計的に有意ではない。高年齢者のボ
ランティア供給で男女の差異が小さいことが示さ
れた。若年期，中年期に比べ，高齢期に時間制約
における男女の差異が小さくなるため，ボラン
ティア供給の意思決定における男女の格差が顕著
ではないことが考えられる。
（2）健康状態が良いグループに比べ，健康状態

が良くないグループで NPO 専念型者になる確率
は就業専念型者および両立型者になる可能性より
高く，また完全引退型者になる確率が高い。健康
状態に見合って高齢者は市場労働から NPO 活動，
さらに完全引退に移行することがうかがえる。健
康状態は高齢者の社会活動に参加する意思決定に
大きな影響を与えることが明らかになった。

第 4 に，家族構成要因については，配偶者がい
ない場合に比べ，配偶者があり，しかも配偶者が
正規者である場合，NPO 専念型者になる確率は
就業専念型者になる可能性より低い。高年齢者の
場合，配偶者の生活・仕事のスタイルに合わせて
社会活動の類型を選択することがうかがえる。

第 5 に，その他の要因については，（1）定年退
職を経験した者は，NPO 専念型者になる確率が
就業専念型者になる確率より高い。定年退職のイ
ベントは高齢者の継続就業に影響を及ぼすことを
通じて，ボランティア活動への参加にも大きな影
響を与えていることが示された。
（2）都市規模が大きくなるほど，NPO 専念型

者になる確率は完全引退型者になる可能性より低
くなる。都市規模が大きいほどボランティア供給
が少ない傾向にあり，Vaillancourt（1994）に似
通った結果が得られた。この理由は，都市規模
が小さいほど，生活共同体の意識を持つ者（ある
いは社会的資本を重視する者）の割合が相対的に多
く，ボランティア活動に参加する可能性は高いこ
とにあろう。

2�　高年齢者におけるボランティア供給時間関数の�
　分析結果

高齢者におけるボランティア供給時間関数の分
析結果を表 3 で示している。逆ミルズ比の推定値

は統計的に有意ではない。またヘックマンの二段
階推定法と OLS による分析結果の傾向はほぼ同
じである。これらの推定結果から，ボランティア
に参加するかどうかによるサンプル・セレクショ
ン・バイアスはボランティア供給時間に与える影
響が小さいことが示された。以下では，ヘックマ
ンの二段階推定法による分析結果について説明す
る。

第 1 に，所得要因については，（1）賃金率はボ
ランティア供給時間に有意な影響を与えていな
い。（2）非勤労所得を示す 3 つの代理変数のいず
れもボランティア供給時間に有意な影響を与えて
おらず，仮説 1 が支持されなかった。

第 2 に，人的資本要因については，（1）年齢が
ボランティア供給時間に有意な影響を与えておら
ず，人的資本投資モデルは確認されなかった。
よって，仮説 2 が支持された。
（2）統計的有意水準が 10％であるが，55 歳時

点に事務職に就いた労働者に比べ，55 歳時点に
専門・技術職に就いた労働者は，調査時点にボラ
ンティア供給時間が相対的に多い傾向にあり，仮
説 3 が支持された。
（3）中学卒に比べ，高校卒者，短大・高専卒者，

大学・大学院卒者の場合，ボランティア供給時間
が多い。他の条件が一定であれば，教育水準が高
くなるほどボランティア供給時間が多いことが示
された。

第 3 に，個人属性要因については，男性ダミー
および健康状態ダミーのいずれも，ボランティア
供給時間に有意な影響を与えていない。

第 4 に，家族構成要因については，統計的有意
水準が 10％であるが，同居家族人数が多いほど
ボランティア供給時間が多くなる傾向にあり，大
家族であることがボランティア供給時間にプラス
の影響を与えることがうかがえる。

第 5 に，他の要因については，定年退職の経
験，求人倍率および都市規模のいずれも，ボラン
ティア供給時間に有意な影響を与えていない。

Ⅴ　ま と め

本稿では，JILPT2009 年「高齢者の雇用・就
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業実態に関する調査」の個票データを活用し，60
～ 69 歳代の高年齢者を分析対象とし，社会活動
を類型化した上で，どのような要因が高齢者のボ
ランティア供給に影響を与えるかに関する実証研
究を行い，主な結論は以下の通りである。

第 1 に，ボランティア活動の参加の意思決定に
ついては，（1）非勤労所得が高いほどボランティ

ア活動に参加する確率が高い傾向にある。高年
齢者グループで消費モデル（仮説 1）が支持され
た。（2）NPO 専念型者になる確率は早期高齢者
グループが低い一方で，後期高齢者グループが高
いことが示され，高齢者のボランティア活動は先
行研究で検証された人的資本投資モデルに当ては
まらず，仮説 2 が支持された。（3）55 歳時点に

表３　高齢者におけるボランティア供給時間関数

ヘックマン二段階推定法 OLS
第二段階推定 第一段階推定

推定係数 z 値 推定係数 z 値 推定係数 ｔ値
所得要因 賃金率（推定値） − 1.052 − 1.13 − 0.485 − 1.33 − 0.548 − 0.66 

年金額 0.044 0.85 0.027 1.11 0.013 0.32 
貯蓄額 9.66E − 05 1.08 3.84E − 05 0.97 6.28E − 05 0.76 
本人以外の家族の収入 0.014 1.35 0.009 ** 2.62 0.005 0.72 

人的資本要因 年齢 2.310 1.16 − 0.086 − 0.10 2.387 1.21 
年齢の 2 乗 − 0.017 − 1.13 0.001 0.13 − 0.018 − 1.19 
学歴（中学卒）
　高校卒 0.922 * 2.50 0.253 + 1.95 0.686 * 2.21 
　短大・高専卒 1.293 * 2.43 0.182 0.86 1.121 * 2.15 
　大学・大学院卒 1.334 * 2.42 0.357 1.83 0.946 * 2.15 
55 歳時点の職種（事務職）
　専門・技術職 0.523 + 1.61 0.482 1.32 
　管理職 − 0.128 − 0.35 − 0.156 − 0.37 
　販売職 − 0.453 − 1.21 − 0.480 − 1.12 
　サービス職 0.267 0.74 0.200 0.49 
　保安・運輸・通信職 0.028 0.07 0.024 0.05 
　その他の職種 0.059 0.13 0.125 0.25 
職種変更経験あり 0.199 0.65 0.231 0.67 

個人属性要因 男性 0.449 0.94 0.094 0.49 0.335 0.69 
健康状態（良い）
　普通 0.163 0.52 − 0.198 + − 1.64 0.340 1.27 
　良くない − 0.697 − 0.91 − 0.690 ** − 3.86 0.038 0.09 

家族構成要因 子供状況（子供なし）
　子供あり・自立 0.574 * 2.46 
　子供あり・１～ 4 年援助 0.536 + 1.89 
　子供あり・5 年以上援助 0.710 ** 2.70 
配偶者状況（配偶者なし）
　有配偶・正規 0.426 0.62 − 0.356 − 1.32 0.694 1.03 
　有配偶・非正規 0.241 0.54 0.117 0.65 − 0.003 − 0.01 
　有配偶・非就業 0.291 0.73 0.173 1.18 0.014 0.04 
同居家族人数 0.131 + 1.68 − 0.011 − 0.30 0.131 + 1.69 
家族介護あり 0.007 0.02 0.034 0.25 − 0.007 − 0.02 

その他の要因 定年退職経験あり 0.415 0.90 0.456 ** 4.23 − 0.039 − 0.15 
求人倍率 − 0.582 − 0.31 − 0.741 − 1.02 0.041 0.02 
都市規模（5 万人未満）
　5 万人以上 10 万人未満 − 0.031 − 0.11 − 0.044 − 0.32 − 0.038 − 0.13 
　10 万人以上 20 万人未満 − 0.245 − 0.70 − 0.074 − 0.48 − 0.149 − 0.45 
　20 万人以上 50 万人未満 − 0.151 − 0.42 − 0.217 − 1.50 0.010 0.03 
　50 万人以上 − 0.478 − 1.13 − 0.153 − 0.84 − 0.323 − 0.82 

定数項 − 71.880 − 1.10 3.219 0.11 − 74.283 − 1.14 
逆ミルズ比 1.320 1.17
サンプルサイズ 1590 138
センサリングサンプル 1453
非センサリングサンプル 138
自由度調整済み決定係数 0.0488
注および出所：表 2 と同じ。
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事務職に就いた労働者に比べ，55 歳時点に管理
職，サービス職，販売職に就いた労働者は，調査
時点でボランティア活動に参加する確率は低い。
過去の職歴が調査時点の高齢者のボランティア活
動に参加することに影響を与えることが確認さ
れ，仮説 3 が支持された。

第2に，ボランティア供給時間については，（1）
非勤労所得を示す 3 つの代理変数のいずれもボラ
ンティア供給時間に有意な影響を与えておらず，
仮説 1 が検証されなかった。（2）年齢がボラン
ティア供給時間に有意な影響を与えておらず，仮
説 2 が支持された。（3）55 歳時点に事務職に就
いた労働者に比べ，55 歳時点に専門・技術職に
就いた労働者は，調査時点にボランティア供給時
間が多いことが示され，仮説 3 が支持された。

第 3 に，その他の要因については，（1）賃金が
高いほど NPO 専念型者になる確率は，就業専念
型者および両立型者になる可能性より低い。（2）
配偶者がいない場合に比べ，配偶者があり，しか
も配偶者が正規者である場合，NPO 専念型者に
なる確率は就業専念型者になる可能性より低い。

これらの実証分析の結果は，以下のような政策
含意を持つと考えられる。

第 1 に，過去の職歴に関する分析結果により，
専門・技術職，管理職，サービス職の各グループ
において，過去に蓄積された人的資本はボラン
ティア活動に参加する際に活用できないことがう
かがえる。ボランティア活動への参加を促進する
ため，これらの職歴を持つ中高年者向けのボラン
ティア活動の PR やボランティア活動の職域拡大
などのことを検討すべきであろう。

第 2 に，賃金が高いほどボランティア活動に参
加する確率が低い傾向にあり，市場労働とボラン
ティア活動にトレード・オフ関係が存在すること
がうかがえる。その意味で，高齢者の継続就業
を促進することにより，ボランティア供給が少な
くなる可能性が存在する。その 1 つの理由として
は，高齢就業者グループでは，正規雇用者とし
て働く者が多いことが挙げられる。労働時間と
余暇時間（ボランティア活動）にトレード・オフ
関係があるため，労働時間が長くなければ，ボラ
ンティア供給時間が少なくなると考えられる。高

齢者を含む労働者のボランティア活動への参加を
促進するため，柔軟な労働時間管理制度（たとえ
ば，短時間労働制度，弾力労働時間制度など）の実
施を検討することは必要であろう。

第 3 に，配偶者が正規者である高齢者は就業専
念型になる確率が高いことがわかった。若年層・
中年層女性の正規就業を促進することにより，高
齢者グループの就業率が高くなる一方で，共働き
高齢者の世帯で夫・妻ともボランティア活動供給
が少なくなる可能性があることがうかがえる。こ
の問題を解決するため，全年齢層向けの仕事とボ
ランティア活動の両立（ワーク・ライフ・バランス）
を実現できる政策・企業制度が求められる。

最後に本稿に残される課題を指摘しておきた
い。まず，本稿では一時点のクロスセクション
データを用いて高齢者におけるボランティア供給
の決定要因に関する実証分析を行い，新たな知見
を得たが，分析結果に個人間の異質性の問題は
残っている可能性がある。この課題に関するパネ
ルデータの分析は今後の課題としたい。次に，ボ
ランティア供給の決定要因における年齢階層間の
差異を比較するため，サンプル数を確保したうえ
で，年齢層別グループをそれぞれ対象とする分析
は必要である。さらに，ボランティア需要側の要
因（業種別），ボランティア供給における地域間
の格差に関する詳細な分析も必要であろう。

＊本稿執筆にあたっては，労働政策研究・研修機構（JILPT）
のプロジェクト「高齢者の社会貢献活動に関する研究─定
量的分析と定性的分析から」に参加させていただき，同機構
より「高齢者の雇用・就業実態に関する調査」の個票データ
の使用許可を頂いた。また研究会でプロジェクトの代表者で
ある小野晶子副主任研究員をはじめ，同研究会のメンバーか
らは多くのご助言を頂いた。日本労使関係研究協会が開催し
た労働政策研究会議で報告する際に，京都大学久本憲夫教
授，東京大学中村圭介教授および慶應義塾大学清家篤教授か
らは有益なコメントを頂きました。記して深く感謝の意を表
したい。残る誤りはすべて筆者の責任に帰する。

1 ） 人的資本投資モデルによると，ボランティア活動に参加す
ることを通じて，よい仕事に就く確率が高くなるため，ボラ
ンティア活動の参加は人的資本投資の一種とみなすと，ボラ
ンティア供給は若年層が中年齢層より高いことが説明されて
いる。

 2 ） 消費モデルによると，ボランティア活動を労働者の余暇の
一部とみなすと，非勤労所得が高いほどボランティア供給が
多いことが説明されている。

 3 ） 過去の職歴が高齢者の就業行動に与える影響に関する実証
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分析については，清家・南雲・馬（2007），馬（2007；2010）
を参照されたい。

 4 ） ボランティア供給の実証研究に関するより詳しいサーベイ
については，小野・馬（2012）を参照されたい。

 5 ） 紙幅の制約上で本稿では賃金関数の推定結果の掲載を省略
している。

 6 ） 健康状態が高齢者の就業行動に与える影響については，大
石（2002），清家・馬（2008）などを参照されたい。
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